
事業番号 - - -

（ ）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

百万円/件 1516/6 1254/6

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

1413/7 1641/8

7

当初見込み 件 6 6 6 8 8

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

6 6

50

電波監視等業務旅費 33 48

執行額／連絡調整事務の実施件数

253 209 202 205

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 1,694 1,915

活動内容
（アクティビ

ティ）

周波数のひっ迫による混信・輻輳を解消・軽減するため、既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する
技術又は高い周波数への移行を促進する技術を利用可能とするための無線設備の技術基準（電波の質、通信品質、制御方式等）を策定する
ために、民間企業等に対して、国際機関等との調整を請負わせる。また、国際機関での事務手続等に必要な分担金、拠出金等を負担する。

我が国技術に基づく標準化
案件の増加

連絡調整事務の実施件数
活動実績 件

主な増減理由

国際電気通信連合分担金 791 871 2023年世界無線通信会議（WRC-23）への準備・対応に必要な増額及
び為替レート変更に伴う分担金・拠出金の増額。

電波監視等業務庁費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

96% 81% 91%

執行率（％） 96% 81% 91%

国際電気通信連合等拠出
金

31 34

その他 22 24

774 888

政府開援助アジア・太平洋
電気通信連合等拠出金

43

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

周波数のひっ迫による混信・輻輳を解消・軽減するため、既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い
周波数への移行を促進する技術を利用可能とするための無線設備の技術基準（電波の質、通信品質、制御方式等）を策定するために、民間企業等に対し
て、国際機関等との調整を請負わせる。また、国際機関での事務手続等に必要な分担金、拠出金等を負担する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 1,516 1,254 1,413

計 1,579 1,540 1,558 1,694 1,915

予備費等 - - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

電波有効利用成長戦略懇談会 報告書（平成30年8月公表）
デジタル変革時代の電波政策懇談会　報告書（令和3年8月
公表）

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 1,579 1,540 1,558 1,694 1,915

補正予算 -

- - - -

事業名
無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連絡調整事
務

担当部局庁 総合通信基盤局 作成責任者

事業開始年度 平成21年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 総務 21 0126

令和4年度行政事業レビューシート 総務省

主要政策・施策 ＯＤＡ 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

我が国の周波数ひっ迫事情を反映した周波数利用効率の高い無線技術について、その国際標準化を積極的・戦略的に進め、国際的に調和の取れた技術と
して技術基準を策定できるように、国際機関等との連絡調整事務を実施。

国際周波数政策室 室長　杉本　貴之

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
電波法第103条の2第4項第3号

関係する
計画、通知等



成果実績 件 13 5

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 無線通信システムの周波数確保につながっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
個別案件の実施等にあたって、外部有識者による評価会合
において実施内容や予算の妥当性を含めて評価を実施して
いる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 概ね当初見込みどおり実施されている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

○
個別案件の実施等にあたって、外部有識者による評価会合
において予算の妥当性を含めて評価を実施している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
個別案件の実施等にあたって、外部有識者による評価会合
において予算の妥当性を含めて評価を実施している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○
周波数のひっ迫が解消されることにより、電波利用料を負担
している無線局免許人の受益となる。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
個別案件の実施等にあたって、外部有識者による評価会合
において予算の妥当性を含めて評価を実施している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

本事業により、国際的に調和の取れた技術基準の策定が可
能となっている。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 原則として、一般競争入札を利用するなど、競争性を確保し
ながら支出先を選定しているが、一部の案件につき一者応
札であったため、次回以降の調達に当たっては、見積書取
得事業者の入札への参加を促すとともに、対応が可能と思
われる事業者へ広く情報提供を行い、競争参加者の掘り起
こしを図る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
携帯電話の通信トラヒックの増大に見られるように、無線通
信需要の増大への対応が求められている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
無線設備の技術基準策定に向けた国際機関との連絡調整
等に係る事業であり、国が実施する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
電波法第103条の2第4項第3号の規定に基づき、国際標準
化連絡調整事務を実施するものである。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000766421.pdf

該当箇所 3ページ目

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

総務省の「電波利用ホームページ」で公表している電波利用料による研究開発等の評価に関する会合終了評価結果
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kokusai/index.htm

2 2
我が国技術に基づく標準化
案件の増加

勧告策定、周波数特定等
の標準化が実施された件
数

達成度 ％ 217 125 250

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

総務省の「電波利用ホームページ」で公表している電波利用料による研究開発等の評価に関する会合継続評価及び終了評価結果
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kokusai/index.htm

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

5

目標値

4

目標値 点 3.5

111

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 年度

114

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

件 6 4

4 年度

外部専門家による継続評
価及び終了評価の平均点
が5点満点中3.5点以上

外部専門家による継続評
価及び終了評価の平均点

成果実績 点 3.9 3.9

達成度 ％ 111

年度

3.5 3.5 3.5

５．電波利用料財源による電波監視等の実施

-



-

2021 総務 20

総務省 0126

令和3年度

令和2年度 総務省 0131

0130

平成30年度 0112

令和元年度

平成28年度 0120

平成29年度 0122

平成26年度 0125

平成27年度 0123

0120

平成25年度 0125

執
行
等
改

善 引き続き適正な予算執行に努める。

備考

平成29年度秋の年次公開検証（秋のレビュー）における本事業に対する指摘及び対応状況の概要
〇レビューシート番号：0122、事業名「電波資源拡大のための研究開発等」
〇評価結果：事業内容の一部改善
〇主な指摘事項
　真に必要な事業のみに絞り込む必要がある、例えば、５Ｇの研究開発から直接利益を得るのは民間企業であることを勘案すれば、政府と民間の役割・費用分担
の在り方についても再検討する必要がある。
〇対応状況の概要
　評価結果のURLは下記の通りである。
https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kokusai/index.htm
　民間企業の利益に結びつくと考えられる事業においては、提案書に官民費用負担にかかる申告書の提出を求め、自己負担を明確化させたうえで実施者の選
定・契約を行う。また、外部有識者による評価において、国際標準化活動の必要性や対象とする技術の妥当性について評価の観点として取り入れ、真に必要な
業務のみ実施している。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 0118

関
連
事

業
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

外部有識者の所見

点検対象外																																																	

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
本事業では、予算要求時、計画時、継続時及び終了時の各段階において、案件ごとの効率性や体制の妥当性等について、外部有識者による
評価会合において評価を実施し、効率的な事業の実施に努めている。

改善の
方向性

各案件の効率性等を客観的に判断するため、引き続き評価会合における評価を実施し、評価結果を踏まえて各案件を実施する。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 902 計 0

- -

負担金 衛星国際調整事務処理負担金 114 - - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

分担金 国際電気通信連合分担金 758 - - -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.国際電気通信連合（ITU） B.

費　目 使　途

拠出金 国際電気通信連合拠出金 30 -

A. 国際電気通信連合（ITU）、

アジア・太平洋電気通信共同体（APT）、

民間企業の調査機関等（9者）
１４１３百万円

総務省

１４１３百万円

国際標準化連絡調整事務

・ 重点的に国際標準化を行うべき技術項目の調査等を

実施。

・ 外国の無線システムからの我が国の無線システムの

円滑な運用の確保に関する調査・分析、ITUへの各種

申請に係る事務処理経費の負担等を実施。

【一般競争契約（最低価格）等】



支出先上位１０者リスト

A.

2 96.9％ -18
ワシントンコアＬ．Ｌ．
Ｃ．

-

陸上移動通信システムの
国際協調に向けた国際機
関等との連絡調整事務の
請負

12
一般競争契約
（最低価格）

-

17
ワシントンコアＬ．Ｌ．
Ｃ．

-

令和３年度「大容量通信時
代に向けた固定無線システ
ムの高度化等のための連
絡調整事務」の請負

19
一般競争契約
（最低価格）

2 79.9％ -

78.9％ -

16
コーデンテクノイン
フォ株式会社

6011101058838

無線LANブロードキャスト
技術等の近距離無線通信
技術に関する国際標準化
動向調査の請負

22
一般競争契約
（最低価格）

1 98％

2 78.3％ -

15
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390

2023年世界無線通信会議
（WRC-23）における無線通
信規則改正等に向けたITU
及びAPT関連会合の審議
動向

18
一般競争契約
（最低価格）

2

14
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390

令和３年度「板状電子走査
アレイアンテナ通信方式等
の国際標準化のための国
際機関等との連絡調整事
務」

19
一般競争契約
（最低価格）

-

13
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390

令和３年度「空間伝送型ワ
イヤレス電力伝送システム
の国際標準化に向けた国
際機関等との連絡調整事
務」の請負

30
一般競争契約
（最低価格）

1 98.6％ -

- -

12
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390

令和３年度「多様化する空
域での電波利用技術の国
際協調のための国際機関
等との連絡調整事務」の請
負

31
一般競争契約
（最低価格）

2 97％

- - -

11
アジア・太平洋電気
通信共同体(APT)

-
アジア・太平洋電気通信共
同体分担金

21 その他 -

10
アジア・太平洋電気
通信共同体(APT)

-
アジア・太平洋電気通信共
同体拠出金

43 その他

-

9
株式会社サイバー創
研

5020001065234
Beyond 5G等に資する
3GPP寄書の調査の請負

50
一般競争契約
（最低価格）

1 93％ -

98％ -

8
一般社団法人電波
産業会

7010005016769

2023年世界無線通信会議
（WRC-23）における無線通
信規則改正等に向けた宇
宙天気予報及び無線通信
システムによる時刻情報の
配信に関連する議題の審
議の動向調査の請負

5
一般競争契約
（最低価格）

1 68.3％

1 99.6％ -

7
一般社団法人電波
産業会

7010005016769
ワイヤレス利用分野におけ
る標準化活動の基盤強化
に資する調査等の請負

31
一般競争契約
（最低価格）

1

6
一般社団法人電波
産業会

7010005016769

「CAVに必要な無線通信技
術の国際標準化のための
国際機関等との連絡調整
事務」の請負について

36
一般競争契約
（最低価格）

-

5
一般社団法人電波
産業会

7010005016769

WRC-23に向けた移動通信
システムの国際協調に向
けた国際機関等との連絡
調整事務の請負

51
一般競争契約
（最低価格）

1 99.1％ -

- -

4
宇宙技術開発株式
会社

3011201000611
令和３年度衛星通信網の
周波数利用に関する干渉
分析等事務の請負

82
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

- - -

3
国際電気通信連合
（ITU）

- 国際電気通信連合拠出金 30 その他 -

2
国際電気通信連合
（ITU）

-
衛星国際調整事務処理負
担金

114 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国際電気通信連合
（ITU）

- 国際電気通信連合分担金 758 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率



-

97.2％ -

20
ソフトバンク株式会
社

9010401052465

WRC-23に向けたHIBSの国
際協調に向けた国際機関
等との連絡調整事務の請
負

17
一般競争契約
（最低価格）

1 92.3％

19 日本無線株式会社 3012401012867
令和３年度「海上無線通信
の高度化に関する国際機
関等との連絡調整事務」

18
一般競争契約
（最低価格）

2
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